
書式第 9号

令和 1年度  事 業 報 告 書

平成 31年 4月 1日 から令和 2月 31日 まで

特定非営利活動法人 和福社会

1 事業の成果
昨年度に引き続き障害者の就労継続支援 B型事業を中心に活動を行い、福祉関係団体等との情報

換、今後の障害者福祉施策等に関する話し合い等を行なった。

2 事業の実施に関す る事項

(1)特定非営利活動に係る事業

(2)その他の事業

事業名 内 容 実 施

日 時

実 施

場 所

従事者
の人数

受益対象者

の範囲及び

人   数

支出額

(千円)

就労継続支援
B型事業

割 り箸の封入、パソコン
入力、手芸品の作製事業及
び水泳・書道等の訓練

月～金
10:00～ 16:00

ワークセンタ
ー「あい」

6名 障害者
16名 19,792

情報交換及び
ネットワーク
の構築事業

福祉関係者懇談会
(10回 )

コロナのため 2回中止

平成30年
4月 1日 へ′

翌年3月 31日

小金井市
内の各福
祉施設

1名
障害者及び
高齢者

不特定多数

0

情報交換及び
ネットワーク
の構築事業

特定非営利活動法人
りんくの情報交換

毎月

第2水曜 日
18:30～ 20:30

小金井市
りんく

事務所

1名 障害者
不特定多数

0

就労支援事業

小金井市障害者施設連

絡会『 りんく』福祉売
店共同運営

新庁舎内に福祉売店を
設置することに関して

市と協議中
1名 0

0

0

事業名 事 業 内 容 施
時

実

日

施

所

実
場

従事者
の人数

支出額

(千円)



書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和 1年度年度

事 業 報 告 用

活動計算書 (その他事業が主塗場合)

特定非営利活動法人和福社会

金

277.868
0

277.868

00,000
0

30,000

20,115,613
20.115.613

受取補助金

受取利息

4

正会員受取会費
賛助会員受取会費

受取寄附金
施設等受入評価益

就労事業収益
事業収益

594,122
594.122

111

33.584

33.605

21.051.298

(1)人件費
給料手当
役員報酬
福利厚生費
法定福利費

11,542,575
0

329,453
1,540.209
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(2,その他緩ヨ
会議費
旅費交通費
消耗品費
施設賠償保険費
行事費
工賃支払費
備品費

0

91,910
134,351
40,104

000

947,458

(1)人件費
役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費
研修費 4

4.000

(2)その他経費             ~ ~
消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
車両管理費
指導用材料費
行事費
その他の経費 (雑費、商店会費、社協特別会費)

借入金返済
次年度燥越金

_市補助返還金

263,

185,

2,595,

1,184,

67,

58.

190,

4,263.

882.

0

691

384
790
815
546

0
272
104
723
842

9.692.167

2

24.055.862

巴 常 1 減 額 A -3.004.564

過年度損益修正益

災害損失

C D ・ ・ ②

当 (1)+CD ③ -3.389.91(

0
3.060.362
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法人税 、住民税及 び事業税
前期繰載正咲財産廂  ・ ・



令和 1年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人和福祉会

金 小計・ 合計

2
1

(3) その他の

現金預金
未収金

棚卸資産

車両運搬具
什器備品

敷金
長期貸付金

ソフ トウェア

借地権

(2)

4,263,723
4,263,723

4.263.723

ｎ

）

ｎ

）

【A】 資 産 合 計 ①+② 4,263,723

2

+

未払金

預 り金

長期借入金
退職給付引当金

0

126,548

126.548

126.548

＾
Ｕ

126.548

3,060,362
の

正

正 1,076,813

4.137.175

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 4,263,723
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令和 1年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 和福祉会

重要な会計方針
計算書類の作成は、 2010年 7月 20日  2011年 7月 20日 一部改正NPO法 人会計基準協議会に

よっています。
(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

(2)固定資産の減価償却の方法

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

引当金

(4)施設の提供等の物的サー ビスを受けた場合の会計処理

(5)消費税等の会計処理

2.事 業別損益の状況

科 目
掟労B型事業 事業 事業 事業

事業部門計 管理部門 合計

277,868

30,000
20,115,613

594,122
33,695

21,051,298

11,542,575

0

0

329,453
1,540,209

13,412,237

2,595,790
91,910

1,184,815
263,691
185,384
602,903

4,924,493
18,336,730

2,714,568

I 経常収益  ~
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計

Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当

役員報酬
退職給付費用
福利厚生費
法定福利費
人件費計

(2)その他経費
使用賃借料
旅費交通費
車両管理費
光熱水費
役務費
工賃支払
その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

内容 金額 算定方法

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳



内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備考

合計

4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

(単 円 )

役員及びその近親者 との取引の内容
役員及びその近親者 との取引は以下の通 りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために
必要な事項

事業費と管理費の核分方法

ワ
ー

円

０^

科 目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額
有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合計

科 目 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

合計

科 目
計算書類に

計上 された
金額

内、役員と
の取引

内、近親者
及び支配法
人との取引

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)

貸倍対照表計

その他の事業に係 る資産の状況



書式第 17号 (法第 28条関係)

令和 1年度 財産目録

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人

●

4.263.723

0

1,237,484
3,013,221

13,018

4,263.723

2
1

現金預金
手元現金
普通預金
普通預金
普通預金

東 日本銀行新小金井支店
東京厚生信用組合小平支店
JAバ ンク小金井支店

未収
f?事糞棄慢塞

棚卸資産

販売用寄附物品

車両量蟹『古両 1台

什器備品
パソコン

ソフ トウェア
オペ レーションシステム

文書編集ソフ ト

借地権
OO市事業所

敷金
OO市事業所

長期貸付金
00銀行

4.263.723

【A】 責 産 合 針 ①+② 4.263.723

I-1:

白 億 126.543

112,238

未払
lg｀

雰理量保険料

預り金
源泉徴収税 14,310

126.548

‖
ち:[] ・ ・ (D 126.:■8

定負債

長期借入金

退職給付引当金

職 員

【l

固 僣 合 計  ・ ・ ・ の

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 126.548

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 4.137.175
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書式第 18号 (法第 28条関係)

令和 1年度年間役員名簿 (前率彙年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所菫
びにこれらの■についての歯事業年度における●酬の有彙を■●した名簿)

特定非営利活動法人 ハ
アヽ

1 確認事項 (法第 20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)

住 所 又 は 居 所
前事業年度内の

就任期間

報酬 を受 けた期間

(該当者のみに記入)氏   名

1

く

=菫
)監事

ヤノユウコ 31年 4月 1日

2年 3月 31日

年

年

月

月

日

日矢野祐子

2

く

=菫
)監事

ミヤイ トシハル 31年 4月 1日

2年 3月 31日

年  月  日

年 月 日宮井敏晴

3

く

=菫
菫 監ヽ事

コバヤシマサノリ 31年 4月 1日

2年 3月 31日

年   月   日

年 月 日小林昌紀

4

( 二理重)監事
ヒライヨウコ 31年 4月 1日

2年 3月 31日

年 月

月

日

年 日平井容子

5

く

=麗
ヨ〕〉監事

シマダナオト 31年 4月 1日

2年 3月 31日

年  月  日

年   月   日鳴田直人

6 理事く藍董
=

イシダヨウイチ 31年 4月 1日

2年 3月 31日

年 月

月

日

日年

,

石田陽一

7 理事 。監事

年 月

月

日

日年

年 月

月

日

日年

8 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年  月  日

年   月   日

9 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年  月  日

年  月  日

10 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年

年

月

月

日

日



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係)

社 員 名 簿 (社員の うち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人_二墓i塾1量≧_____________

氏   名 住 所 又 は 居 所

1
矢野祐子

2 宮井敏晴

3 石田陽一

4
小林昌紀

5
平井容子

6 杉山サ ト

7 陶 芳子

8
小池祥介

9
大塚和己

10
杉下裕子

11
森口郁子

12


